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２００３年３月２６日 

 

人事異動・機構改革について 

 

東京急行電鉄株式会社 

 

東京急行電鉄（本社：東京都渋谷区、社長：上條清文）では、下記の通り人事異動を決定

いたしました。 

４月１日付の機構改革と併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

１．人事異動（４月１日） 

 

 ▽社長室統括室長兼広報室統括室長兼業務管理・環境部統括部長（社長室長兼広報室長）

常務取締役 五十嵐 正 

 ▽鉄道事業本部長、常務取締役 八方 隆邦 

 ▽財務戦略推進本部長（財務部長） 常務取締役 鈴木 克久 

 ▽調査役（ホテル事業部長） 取締役 塚越 久光 

 ▽同（コーポレート統括本部コンプライアンス室長） 取締役 小森 章 

 ▽同（流通事業部長） 取締役 久米 基夫 

 ▽同（ビル事業部長） 取締役 下永田 洋 

 ▽経営統括本部長（コーポレート統括本部副本部長兼経営企画室長） 取締役 安達 功 

 ▽経営統括本部人事政策担当統括部長（人事部長） 取締役 長山 昭一郎 

▽同資産管理部統括部長（総務部長） 取締役 竹岡 宏 

 ▽財務戦略推進本部グループ経営企画室統括室長（コーポレート統括本部グループ事業室

長） 取締役 杉田 芳樹 

▽都市生活事業本部長（都市開発事業部長） 取締役 中原 徹郎 

▽鉄道事業本部副本部長（鉄道事業部長） 川上 正弘 

 ▽都市生活事業本部副本部長（事業戦略推進本部事業開発室長） 和田 哲 

 

 

 

 

 

 



２．機構改革（４月１日） 

 

○事業部門については、現行の事業部を廃止、鉄道事業本部、都市生活事業本部を新設し、 

２本部体制とする。 

○スタッフ部門については、現行の本部ならびに室、部（社長室、広報室を除く）を廃止

し、経営統括本部、財務戦略推進本部、業務管理・環境部を新設し、社長室、広報室と

併せ、２本部、３室部体制とする。 

  ①鉄 道 事 業 本 部  事業統括部、運輸営業部、運転車両部、工務部、電気部 

  ②都市生活事業本部  事業統括部、企画開発部、プロジェクト推進部、住宅事業部、 

       マンション事業部、ビルディング事業部、商業施設事業部、 

       コミュニケーション事業部 

③経 営 統 括 本 部  経営政策担当、人事政策担当、コンプライアンス担当、 

事業戦略担当、東急病院、メディア事業室、リゾート事業室、

資産管理部、営業推進部 

  ④財務戦略推進本部  財務部、連結経営推進部、グループ経営企画室 

⑤社長室、広報室、業務管理・環境部 

  

［機構改革の目的］ 

○２００３年４月から実施する中期２か年経営計画に基づき、当社の事業持ち株会社化に

向けた体制づくりを行う。 

①鉄道事業および当社線沿線を中心に消費者の都市生活をサポートする都市生活事業

の２事業の推進体制を強化する。 

  ②当社および東急グループの経営に関わる諸施策の立案・統括と、方向性を見直す事業

およびグループ横断的な新規事業の検討を行い、東急グループの新しい姿を構築する。 

  ③当社および東急グループの財務・監査に関わる業務の統括体制と、連結経営の推進  

体制を構築する。 

  ④全社的な業務の管理および環境活動に関する業務の推進体制を再編する。 

以 上 
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